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研究成果の概要（和文）：　本研究はサービス業を対象に、高品質サービスの提供を可能にする「統合型組織能力」の
実現に、いかなるマネジメント・モデルが適切であるかについての解明を行うことを目的としている。理論的検討並び
に質的・量的調査結果分析の結果、サービス業における組織統合能力の特性、それを促進する人的資源管理施策や職務
設計、さらには組織内における諸活動などが具体的に明らかにされた。特に、製造業と異なる特徴を持つ点があること
も解明された。これら国内調査で明らかにされた点について、海外に進出した日系企業を対象に調査・分析を実施した
。その結果、同様の傾向が海外日系企業においても見られることが明らかにされた。

研究成果の概要（英文）：This study aims for development of human resource management system in service 
industries.We performed theoretical review and performed a qualitative and quantitative research 
afterwards.As a result, we were able to identify the ability of integrated organization in service 
industry. In addition, we identified a human resource administration measure or duties design to promote 
the above-mentioned characteristic.Furthermore, we made clear that we were observed in the Japanese 
company where this discovery fact went into abroad.

研究分野： 経営学
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様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９、Ｚ－１９（共通） 

１．研究開始当初の背景 
  
自動車をはじめとするインテグラル型ア

ーキテクチャを必要とする製品設計や生産
工程を組織に抱えるアッセンブリー産業は、
日本企業が競争優位を保っているセクター
として確立されている。藤本(2006)は、この
競争優位性の源泉には、「統合型組織能力」
が存在していることを主張した。この組織能
力は、部門間・組織間調整や情報移転の円滑
化を促す事に寄与しており、それが高品質と
低コスト生産の実現に寄与しているのであ
る。そこでは、情報フローや技術移転の実態、
部門間・組織間の調整の実態などが明らかに
され大きな成果を上げてきた。 
一方、サービス業に関しては、経営成果を

顧客満足と捉え、それに寄与する諸変数の特
定に関する研究が展開され、サービス・プロ
フィット・チェーン(Heskett,1994)のフレー
ムワークに基づく、態度変数の特定が行われ
てきた。しかし、この分野の研究は、態度変
数を特定するに留まっている。唯一、Heskett
ら（1994）は、「社内サービスの質」向上の
仕組みとして、いくつかのマネジメント施策
を提示しているが、概念的なものに終始し、
施策の同時的効果を無視したものとなって
おり、実証研究に耐えうるものではない。ゆ
えに、顧客満足を実現するマネジメント施策
の特定に関しては充分に行われていないの
が現状である。つまりサービス業に関しては
製造業モデルに基づいた諸研究とは異なり、
マネジメント施策、組織統合能力、経営成果
との関係を実証研究は貧弱な状況にあると
いえる。 
  
 
２．研究の目的 
サービス業には、製造業とは異なる製品特

性が存在する。それは、サービスが、形を有
していない無形性(intangibility)、生産と消費
が同時に発生する同時性(inseparatability)、
品質を標準化することが難しい異質性
(heterogeneity)、保存ができない消滅性
(perishability)といった特性を持つ。サービ
ス業は、製造業と異なり技術的不確実性は削
減されるが、それ以上に上記の特性から来る
社会的不確実性を内包している。それゆえ、
製造業を対象とした既存研究とは異なる結
果をもたらす可能性がある。このような特性
を踏まえた上で、サービス業における、高品
質サービスを実現する「統合型組織能力」を
促進するマネジメント・モデルの探索を本研
究の目的とする。 
 
３．研究の方法 
理論的検討、質的調査、量的調査を行った。

理論的検討では、人的資源管理分野及び組織
行動分野における既存研究に加え、生産シス
テム分野及びサービスマーケティング分野
における検討も行った。 

質的調査、量的調査では、複数企業の経営
者、管理者、一般従業員を対象にインタビュ
ー調査ならびに質問紙調査を実施した。 
 

４．研究成果 
 理論的検討並びに質的・量的調査結果分析
の結果、サービス業における人材マネジメン
トにおいては、職務の相互依存や従業員同士
の相互交流が活発に見られることや従業員
の感情的側面により活用する必要があるこ
となどが明らかにされた。より具体的には、
以下の 5点に要約可能な点が解明された。 
 
（１）サービス業における組織統合能力とし
て、個人レベルの協調行動に加え、集団レベ
ルでの情報交換行動が重要である。 
（２）それを促進するために、人事制度的な
人的資源管理施策に加え職務設計が重要で
ある。 
（３）人的資源管理施策としての教育訓練が
特に重要である。また、職務設計として自律
性はそれほど重要では無いのに対し、有意義
性が非常に重要である。 
（４）組織的施策として、社会的サポート、
特に上司によるサポートは非常に重要であ
る。 
（５）このような傾向は、アジアに進出して
いる海外日系企業においても同様に見られ
る。 
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